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　まず，地震は，2011（平成 23）年 3 月 11 日の 14 時 46 分に発生した。三陸沖を震源とし，
マグニチュード 9 というかなり大きな規模であった。1900 年以降に世界で発生した地震では，
4 番目の規模であった 2。各地の震度は，震度 7 が宮城県北部，震度 6 強が宮城県南部・中部，
福島県中通り・浜通り，茨城県北部・南部，栃木県北部・南部，震度 6 弱が岩手県沿岸南部・
内陸北部・内陸南部，福島県会津，群馬県南部，埼玉県南部，千葉県北西部であった。震度 5
強になると，さらに広く，青森県の太平洋側から東京 23 区を含む関東地域にまで及んだ 3。
　そして，14 時 49 分に津波（大津波）警報が発令された。15：18 分の大船渡の 8 メートル以
上の津波をはじめとして，釜石（15 時 21 分，4.20m 以上），石巻市鮎川（15 時 26 分，8.6m
以上），宮古（15 時 26 分，8.5m 以上），えりも町庶野（15 時 44 分，3.5m），相馬（15 時 51 分，
9.3m 以上），大洗（16 時 52 分，4.1m）など，広範囲にわたって大津波に襲われた 4。気象庁
の現地調査によると，津波の痕跡からみて，16.7m に達する地点もあったと推定されている 5。
　余震も続いた。同日の 15 時 15 分には茨城県沖を震源とする震度 6 強の地震が発生し，しば
らく経った 4 月 7 日には宮城県沖を震源とする震度 6 強の地震が発生した。その 4 日後の 4 月
11 日には福島県浜通りを震源とする震度 6 弱の地震，その翌日の 4 月 12 日にも福島県中通り
を震源とする震度 6 弱の地震がそれぞれ発生し，長期化の様相を呈した。余震域の外とみなさ
れた地域の長野県北部で 3 月 12 日，静岡県東部で 3 月 15 日に，それぞれ震度 6 強の地震が発
生し 6，小松左京の『日本沈没』をイメージした者も少なくなかった。
②被害の概況
　人的被害は，地震発生から約 2 ヶ月半後の 5 月 30 日時点で，死者 15,270 名，行方不明者 8,499
名，負傷者 5,363 名にもなった。明治以降の自然災害では，関東大震災の死者・行方不明者の
約 10 万 5,000 人に次ぐ深刻な被害者数となった。115 年前の 1896（明治 29）年の 6 月 15 日に
発生した明治三陸地震津波による死者・行方不明者数がこれ次ぐ約 22,000 名である。死者・
行方不明者の多くは津波によるもので，12 都道府県に及んだ。高い津波の観測された宮城県（死
者 9,122 名，行方不明者 5,196 名），岩手県（死者 4,501 名，行方不明者 2,888 名），福島県（死
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者 1,583 名，行方不明者 411 名）などで犠牲者が多かった 7。
　建築物の被害は，5 月 26 日時点で全壊 102,923，半壊 58,817，一部破損 304,181 とされた。
津波による浸水面積は，全国で 561km2 と推計されている 8。火災も発生した。沿岸の市街地
や石油コンビナート施設，危険物施設などでの火災が確認された。発生件数は 1 都 11 県で
313 件，このうち最多は宮城県の 163 件であった 9。
③原子力発電所の事故と避難指示
　3 月 11 日の震災とそれにともなう津波により，東京電力福島第一原子力発電所は，電源の
喪失と海水による冷却機能喪失などの事態が発生した。運転中の 1 号機と 2 号機および 3 号機
では，原子炉が停止した後に必要な炉心の冷却ができなくなり，炉心融解が引き起こされた。
高温となって燃料被覆管が損傷し，水蒸気との化学反応で大量の水素ガスが発生した。結果と
して，1 号機では 3 月 12 日 15 時 36 分頃に，3 号機では 3 月 14 日 11 時 00 分頃に，炉心内で
発生した水素ガスが原子炉建屋に漏出して爆発した。4 号機でも，3 号機の水素ガスが流入し
て 3 月 15 日 6 時 10 分頃に爆発した。爆発により，建物上層部が破壊され，大量の放射性物質
が放出された 10。
　政府は，敷地境界内の放射線量が毎時 0.5mSv を超えるなど状況が深刻化したため，爆発前
の 3 月 11 日の 21 時に，周辺住民に対して「半径 3km 圏内避難，10km 圏内屋内待避」を指
示した。その後，原子炉格納容器圧力の異常上昇や水素爆発の発生などの状況悪化により，「半
径 10km 圏内避難」，「半径 20km 圏内避難」，「20 ～ 30km 圏内屋内待避」と避難範囲が繰り





　地震の直後，JR 東日本や私鉄の各路線で運転が止まった。前年の 12 月 4 日に新青森まで延
伸した東北新幹線も止まったが，段階的に運転を再開し，4 月 29 日にいたって全線で運転が
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本橋～青森市）の縦軸ラインについて，地震発生翌日の 3 月 12 日に，緊急輸送ルートとして
の機能を確保させた。それとともに，この内陸部の縦軸ラインから太平洋沿岸に向けての東西
方向の国道を確保することとにした。まず啓開された横の経路は 11 ルートで，3 月 15 日には
予定の 15 ルートが確保された。そして 3 月 18 日には，国道 45 号線の啓開作業がおおむね完
了した。
　物流面での大動脈となる東北自動車道は，地震発生から 13 日後の 3 月 24 日には一般車両の
通行が可能となった。また，それから 6 日後の 3 月 30 日には，太平洋側の常磐自動車道も，
福島第一原子力発電所の規制区間を除いて，一般車両の通行が可能となった。
　国道 45 号線と国道 6 号線は，福島第一原子力発電所の規制区間を除いて，地震発生から約 1 ヶ
月後の 4 月 10 日に，迂回路の確保なども含めて応急的復旧をおおむね終えた。福島第一原子




しかし，復旧も急がれ，津波警報・注意報が解除された後の 3 月 14 日から，主要な港で，障









はじめとして，3 月 24 日までに，一部の岸壁の利用が可能となった。これにより，緊急物資
や燃料の搬入ができるようになった 13。
　空路については，仙台空港と茨城空港（百里飛行場）および花巻空港で被害が発生し，仙台
空港と茨城空港が閉鎖された。このうち，茨城空港は，3 月 14 日から運航が再開された。津
波の被害があった仙台空港では，3 月 16 日から，救援物資の輸送機に限り，滑走路 1,500m が






　震災発生直後から停電となり，翌 3 月 12 日 20 時現在でも，東北 6 県で約 259 万戸が停電し
たままであった。このうち，岩手県と宮城県は全域で停電していた。秋田と山形両県は，3 月
12 日の夜までに全戸の停電が解消した。3 月 13 日 20 時時点で，青森，岩手，宮城，福島の各
県で 139 万 238 戸が停電したままであった。その後，停電戸数は，3 月 15 日 20 時時点で 62
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，泉各区の一部であった。復旧には，3 月 15 日現在で，東北電力とその協力会社の従業員
約 5,930 名のほか，北海道電力や中部電力から約 740 人の応援の人々が当たっていたという 15。
　都市ガスは，延べ 48 万戸への供給が停止した。他の地域の都市ガス供給者からの応援もあっ







　水道は，187 市町村の水道施設が被災して，1 時期，約 220 万戸が断水した。被災水道事業
者は，全国の水道事業者の応援を受けて，復旧活動に当たったが，地震発生から 2 ヶ月余り経っ
た 5 月 20 日でも岩手，宮城，福島の 3 県で約 65,000 戸以上が断水したままであった 18。
　宮城県災害対策本部によると，3 月 13 日現在で，県内 35 市町村のうち 22 市町村で給水に
支障を来していた。このうち全戸断水は石巻，名取，角田，岩沼，栗原，東松山の 6 市と，村








　ポンプ施設も，7 県で 112 箇所の被災が認められたが，5 月 30 日現在では，不明の 1 施設を
除き，稼働停止は 29 施設へと減った 21。
　下水管・マンホールも，被害が確認された。5 月 30 日までの目視調査で，137 市町村などの
下水管 66,086km のうち，957km で被害が確認され，21,504 箇所のマンホールも被害があった
とされている 22。
　工業用水は，13 都県 44 事業が給水停止となった。被災事業者の一部は，他事業者からの応
援を得ながら仮復旧作業を進め，5 月 31 日まで 43 事業で供給を再開した 23。
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③通信・放送関係の被害
　電話の固定回線（加入電話と ISDN）は，最大で約 100 万回線が停止した。携帯電話の基地
局の停波は，最大で約 14,800 局（4 社計）であった。5 月 30 日時点で固定回線の停止は約
12,000 回線に，携帯電話の基地局の停波は約 440 局に減少した 24。
　放送関係では，宮城県のテレビ中継局が 5 月 31 日時点で 56 箇所中 2 箇所で停波中であった。
停波中 2 箇所の内訳は，停電箇所が 1 箇所で，損壊箇所が一箇所であった。総務省では，放送
手段の確保を求める被災 23 市町からの申請を受けて，FM 放送の臨時放送局の開設を臨機に
許可した。さらに，1 万台の携帯ラジオを被災地に配布した 25。
④石油関連施設の操業停止
　地震によって，6 箇所の製油所で操業を停止した。5 月 14 日現在で 3 箇所が再稼働した。し








を優先しつつ，一般車両にも 2,000 円分を上限に給油した 28。3 月 13 日には，若林区のガソリ




　その後，徐々にガソリンスタンドの営業が再開されていった。5 月 30 日時点で，東北地方
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③避難地点への配送の遅れとその要因












津波による瓦礫で通行止めになった。建設業者が道を切り開いてくれた道も，3 月 15 日に降っ
た雪でぬかるんで通れなくなったという。


























　政府は，地震発生当日の 3 月 11 日の 15 時 14 分，閣議決定により，内閣総理大臣を本部長
とする緊急災害対策本部を設置した。この時点では，まだ東北地方太平洋沖地震と呼ばれた大
規模な地震による災害の応急措置を強力に推進するためである。「災害対策基本法」（昭和 36
年 11 月 15 日法律第 223 号）にもとづくものであり，同法制定以来初めての内閣総理大臣を長
とする本部であった 38。
















依頼し，日本通運，ヤマト運輸，佐川急便などの大型 10 トントラックなどのトラック 400 台
以上が緊急車両として，被災地への緊急物資を運んだ。海上輸送でも，水産庁による漁業取締
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で食料約 2,621 万食，飲料水約 794 万本，毛布約 41 万枚，燃料約 1.6 万キロリットル，おむつ
約 40 万枚，一般薬約 24 万箱，パーテーション約 6 万 6 千枚であった。前述の本部が全日本ト
ラック協会を通じて手配したトラックの数は延べ約 1,900 台に及んだ。また，自衛隊航空機延







　表－ 1 － 1，表－ 1 － 2 は，日用雑貨品および化粧品の主なメーカーの被害と支援の概要を，
震災発生から 1 週間後の各社の発表にもとづいてまとめたものであり，表－ 2 と表－ 3 は，そ






　表－ 1 － 1 と表－ 2 に示される花王は，酒田や栃木など東北・関東の 4 工場が地震による被
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ラ ル ケ ア
製 品・ ヘ
ア ケ ア 製
品・ ス キ
ン ケ ア 製
品
花王株式会社（東京都中央区日本橋茅

































日町 3 － 1，1932 年創業）
－













（東京都港区海岸 3 － 20 － 20，1971
年 4 月に鐘淵化学の石鹸事業を取得し
てカネボウ石鹸販売・カネボウ石鹸製













ヘ ア ケ ア
製 品・ ス
キ ン ケ ア
製 品・ ヘ
ル ス ケ ア
製品
株式会社資生堂（東京都中央区権座 7




























軒町 5 － 12，1927 年 12 月金鶴香水と
して設立，1959 年 4 月の丹頂への改称













ヘ ア ケ ア
製 品・ ス
キ ン ケ ア
製 品・ ヘ
ル ス ケ ア
製品
株式会社柳屋本店（東京都中央区日本
橋馬喰町 1 － 10 － 6，江戸時代の創業，


































2 － 2 － 8，1954 年創業）・東京サラヤ










医 薬 部 外
品
大正製薬株式会社（東京都豊島区高田








































（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），および各社のホーム・
ページによる。
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表－ 1－ 2　東日本大震災発生直後の業界メーカー・団体の状況と被災地への支援（2011 年
3月 18日各社発表にもとづく報道）



























－ 21 － 14，1923 年 1 月鎌田商会とし



































































橋 1 － 2 － 2，1949 年 8 月 1 日に旧王
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ラ ッ プ 用
品
旭化成株式会社（東京都千代田区神田































FDK 株式会社（東京都港区新橋 5 －









寅 1 － 1 － 88，1961 年 2 月に日東電


















市東灘区向洋町中 1 － 17〔六甲アイラ
ンド〕，1837 年 P&G 創業，1973 年に
P&G サンホームとして日本での営業








オ ー ラ ル
ケ ア， ベ
ビ ー ケ ア












（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），および各社のホーム・
ページによる。
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表－ 2　3 月 28 日現在のメーカー各社発表の被害状況と被災地への支援（2011 年 3 月 28
日までの各社発表にもとづく報道）






ラ ル ケ ア
製 品・ ヘ
ア ケ ア 製
品・ ス キ
ン ケ ア 製
品・ サ ニ
タ リ ー 製
品
花王株式会社（東京都中央区日本橋茅

















〔以上 3 月 25 日〕
○第一弾の支援物資（3 月
20 日出荷）・・・紙おむつ





8,000 枚， マ ス ク 30 万 枚，
その他 3 品目
〔3 月 18 日現在〕
P&G・ジャパン株式会社（兵庫県神戸
市東灘区向洋町中 1 － 17〔六甲アイラ
ンド〕，1837 年 P&G 創業，1973 年に
P&G サンホームとして日本での営業
















〔以上 3 月 28 日〕















〔以上 3 月 28 日〕
ユニリーバ・ジャパン・カスタマーマー
ケティング株式会社（東京都目黒区上
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ラ ル ケ ア
製 品・ ヘ
ア ケ ア 製
品・ ス キ
ン ケ ア 製
品・ サ ニ
タ リ ー 製
品
ユニ・チャーム株式会社（東京都港区



























ド 4 回 22 枚」は発売を延期。






















出。〔3 月 25 日〕
















325 万枚。〔3 月 22 日まで〕
○「超立体マスク　ウィル
ス ガ ー ド N95」（15 万 枚 ）
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衛 生 用 品
の製造
小林製薬株式会社（大阪市中央区道修

























物資として提供〔3 月 22 日〕





















2 － 2 － 8，1954 年創業）・東京サラヤ




























万 6,000 個， 防 塵・ 花 粉・
インフルエンザ対策 N95 マ
スク 12 万枚，3 層構造フェ
イスマスク 17 万枚，携帯





ニ タ リ ー
製品
大王製紙株式会社（四国本社 : 愛媛県







3 月 22 日まで順次操業を再
開。
○ 3 月 28 日に大宮製紙富













食糧 2 万 9,000 食，ミネラ
ル ウ ォ ー タ ー（2L）1,000
本エリエールティッシュー




用紙おむつ 15 万 8,000 枚，
生 理 用 品 12 万 8,000 枚，
ウェットティッシュー 1 万
本，マスク 3,000 枚。〔3 月
22 日〕
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害で操業を停止した。しかし，他工場へ生産を振り替えるなどして，被災地への出荷を優先さ
せることとした。これらの被災 4 工場の 3 工場も，表－ 2 に示されるように，震災発生から 2
週間後の 3 月 25 日までに生産を回復している。生産だけではなく物流も停滞したため，花王
では一部商品が品薄になることへの理解を呼びかけた。障害の発生した仙台にある 2 つのロジ
スティック・センターは，3 月 25 日時点では，まだ操業を停止したままであった。




があった。ライオンパッケージング市原工場（千葉県市原市）は 3 月 15 日から，小田原工場
は 3 月 22 日から，それぞれ操業を再開すると発表した。補完的措置と思われるが，大阪工場
で衣料用洗剤の増産体制を整えることとした。物流施設では，ライオン仙台物流センター（宮
城県仙台市）で商品の被害があった。操業を停止していた船橋流通センタ （ー千葉県船橋市）は，
3 月 22 日から再開する目処となった。




コ ン パ ウ
ン ド（ 押
出 成 型・
射 出 成 型
用 の プ ラ
ス チ ッ ク
材料），カ



































〔3 月 22 日〕
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 30 日），および各社のホーム・
ページによる。
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②外資系石鹸・洗剤メーカー
　P&G では，洗剤関連製品を生産する高崎工場（群馬県）も，表－ 1 － 2 に示されるように
東北地方の 4 つの物流センターも，操業能力に大きな影響を受けるほどの被害はなかった。安
全確認のために，一時的に操業を停止したが，高崎工場では，表－ 2 に示されるように，震災
翌日の 3 月 12 日から操業を再開した。





































田区菊川 3 － 21 － 8，1960 年 5 月
設立のシスター石鹸を母体に日本
油脂の家庭品事業部とその関連会
社が 1974 年 11 月に合併してニッ











ない場合がある。〔3 月 23 日〕




区沖田町 390，1946 年 1 月創業）
○東北地区における顧客への対応は困難な状況のた












糸屋町 2 － 4 － 1，1914 年創業） ○仙台営業所の業務を一部再開〔3 月 23 日〕
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 30 日），および各社のホーム・
ページによる。










りを経た 3 月 26 日からは一部で生産の予定となった。
　製紙会社では，日本製紙と三菱製紙で被害が大きかった。日本製紙は，表－ 1 － 2 に示され
るように，主力の石巻工場など 3 工場が被災して操業が停止した。三菱製紙も，主力の八戸工
場が浸水し，電気系統が傷み，紙をつくる抄紙の稼働再開は 5 月中旬と報じられた 47。




部が崩落し，再開に向け復旧を進めた 48。前述の 3 月 15 日の静岡東部の地震で被災したグルー
プ企業の大宮製紙の生産も，表－ 2 に示されるように，3 月 28 日には回復した。これにより
家庭用紙の全生産設備が稼働することとなった。







　表－ 1 － 2 と表－ 3 に示すクレハでは，いわき事業所と樹脂加工事業所（茨城県小美玉市）
で設備の一部に被害が発生した。生産再開に向けて，設備の点検や修繕を進めるとともに，電
力・燃料・原材料の確保に努めたが，3 月 18 日の時点では生産再開の目処は立たなかった 50。
しかし，3 月 28 日の時点では，表－ 3 に示すように，樹脂加工事業所で一部の生産を再開した。
それと併行して，兵庫県丹波市の樹脂加工事業所のクレラップの製造部門で，フル稼働させて
補完している。































　被災地の救済と復興のための寄付金についてみると，表－ 1 － 1 のドクターベルツや白十字，
表－ 2 の持田製薬，表－ 4 の資生堂，フェザー安全剃刀，マンダム，地の塩社，カメヤマ，ジャッ
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表－ 4　3 月 28 日現在のメーカー各社発表の支援状況（2011 年 3月 28 日までの各社発表
にもとづく報道）
主要製品分野 企業・団体名（本社所在地，創業・設立年） 支援の状況
消 臭 芳 香 剤，
防虫剤，使い
捨 て カ イ ロ，
家 庭 用 手 袋，
防湿剤ほか
エステー株式会社（東京都
新宿区下落合 1 － 4 － 10，
1948 年 8 月設立）
日本カイロ工業会およびマイコールと連携し，使い捨てカイロ
21 万 8,400 枚を提供。岩手県（岩手郡）と連携し，使い捨てカイ
ロ 2 万 4,000 枚を提供。福島県（二本松市）と連携し，使い捨て
カイロ 4 万 8,000 枚を提供。北海道（石狩市）と連携し，使い捨
てカイロ 3 万 2,880 枚を提供。行政の救援物資調達可能量調査表
に，家庭用手袋（7 万 2,000 枚）を登録。行政の救援物資調達可
能量調査表に作業用手袋（9,000 双）を登録。〔3 月 22 日〕
ポーラ，オル
ビスなどの化




京都中央区銀座 1 － 7 － 7，
1929 年 創 業，2006 年 HD
設立）
支援物資（オルビス）として，女性用衣類 9,100 点，食品（レト
ルトお粥など）約 2 万 6,500 個を提供。2011 年 3 月，4 月の合計
売上額に対する一定率相当額（約 8,000 万円規模）を義捐金とし





中 央 区 谷 町 2 － 3 － 12，
1960 年 12 月創立）
感染症対策品として，東京都福祉保険局宛に ｢Etak in フルプロ
テクション　ZERO 100ml｣ 700 本，5L 業務用 20 本を寄贈。東
京都福祉保険局の追加要請を受け，抗菌バリアスプレー ｢Etak 
in フルプロテクション　ZERO ｣ 2,000 本を提供。
化粧品
株式会社資生堂（東京都中
央区銀座 7 － 5 － 5，1872
年創業）
洗顔・ボディシート 9 万 1,000 個，ハンドクリーム 1 万個，マス
ク 4 万個を第 2 次支援物資として提供。また，経産省や NGO の





ボランティア活動を支援するための人事制度（1 年間の 3 日を限
度に社員の社会活動を業務扱いと認める制度）の適用を 7 日間
まで拡大することを決定。〔3 月 25 日〕
一般消費者向











カミソリ 1 万 5,000 本，さらに時期をみて 1 万本の提供を実施す






12 － 1，1892 年 創 業，
1925 年 木 村 製 薬 所 設 立，
1964 年現社名に）
救援物資として，モンダミン（洗口液）1 万 4,400 本を岩手県・
福島県へ，ウィルスガード　バイラマスク（マスク）19 万 2,000
枚を岩手県，福島県へ，ミューズ消毒ハンドジェル（外皮消毒剤）








グストア協会東北関東大震災災害対策本部に 1 万 8,000 本，全日







大阪市中央区玉造 1 － 2 －
40，1893 年 2 月創業）
支援物資として，メディケア手指殺菌・消毒ジェル 5,000 本，メ








田 区 岩 本 町 3 － 9 － 5，
1908 年創業）
グループの対応として，被災地に対して 1,000 万円の義捐金を拠
出。〔3 月 14 日〕







市生野区巽西 1 － 8 － 1，
1899 年 2 月創業）





災復興に本格的・継続的に取り組むにあたり，平成 23 年 4 月よ
り 1 年間，取締役の月額報酬の 10% を自主返上し，危機対応に






1959 年 4 月丹頂（株）へ，



























都 港 区 芝 浦 4 － 3 － 4，
2008 年 7 月設立）
義捐金を拠出するほか，社員へも義捐金の寄付をはたらきかけ
る。また，生活用品として除菌・消臭の洗浄クリーナを 2 万 3,700







中 央 区 銀 座 4 － 9 － 1，
1942 年 7 月設立）




山 鹿 市 久 原 4222 － 2，









北 区 大 淀 中 2 － 9 － 11，
1927 年 2 月創業）
義捐金 1,000 万円を日本赤十字社三重県支部を通じ被災地へ寄
付。支援物資として，非常用ローソク 1 万個（準備中），マスク
40 万枚を 3 月 25 日に宮城県へ提供予定。経済産業省の要請や全
日本ローソク工業会のとりまとめる支援策に協力。従業員から






京都北区東十条 1 － 19 －
10，1918 年倉橋三平商会
創業，1948 年にエスケー
油 脂 工 業（ 株 ） に 改 称，







歯 間 ブ ラ シ，
歯ブラシほか
株式会社ジャックス（大阪





などに歯ブラシを提供。また，社内募金を 3 月 31 日まで実施し，
会社からの義捐金を合わせて日本赤十字社に義捐金として寄付。
〔3 月 28 日〕




ある日本赤十字社と中央共同募金会などに寄せられた総額は，5 月 25 日現在で約 2,362 億円で
あった 52 とされている。






程度の助けとなったであろう。これらのメーカーのなかには，16 年前の 1995 年（平成 7 年）

















4,920 本，デンタルリンス 4,920 個を提供。日本歯科医師協会へ
歯ブラシ 1 万本，デンタルリンス 1 万個を提供。日本チェーン
ドラッグストア協会と連携し，デンタルリンス 1 万 2,000 個を提
供。トラベルセット 1 万 9,440 セット，野菜ジュース 8 万 1,120
缶を提供。内閣府と連携し，デンタルリンス 2 万 4,996 個，歯ブ
ラシ 4 万 9,920 本を提供。〔3 月 25 日〕
（出典） 『洗剤日用品粧報』（2011 年 3 月 21 日），『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 30 日），および各社のホーム・
ページによる。




パーは約 200 店舗であった 54。震災直後は，東北エリアの全店舗の 36％ほどしか営業できなかっ
た。しかし，3 月 28 日時点では，450 店舗のうち 420 店舗が屋外営業も含めて再開し，3 月 30
日時点では，休業店舗は総合スーパーが全国の約 420 店舗中 1 店舗，食品スーパーは全国の約
800 店舗中 1 店舗にとどまるまで回復した。
　震災直後は，被災地の供給拠点の機能停止もあって，その影響は東北の各店舗全体に及んで
品薄状態となった。宮城県では，3 月 13 日から，多賀城，気仙沼，利府，石巻を除く 10 店舗
で店頭販売などの形式で営業を開始した。福島県では，3 月 15 日現在で 13 店舗のうち 10 店
舗で震災後も営業を続けていた。福島店（福島市南矢野目）では，自店の被害状況を確認しな














台泉店では，店頭販売を実施した。その後，3 月 21 日には石巻あけぼの店が 1 階の食品売場
で営業を始め，仙台泉店は屋内の特設スペースでの営業へと変わった 55。
　グループ企業で，東北を地盤とするヨークベニマルは，全 170 店舗のうち半数が被災して休
業したが，3 月 23 日時点で 119 店が営業できるようになり，3 月 30 日時点では 141 店舗が営
業できるまで回復した。宮城県では，3 月 13 日時点で県内 43 店舗のうち仙台市内の 2 店舗で
店頭営業を開始した。翌 3 月 14 日には泉野村（泉区）で店舗内の販売を開始した。3 月 16 日
には，新荒巻店（青葉区）でも営業を始めた。20 日には 19 店での営業と報じられたが，店舗
や在庫の状況で継続営業が難しいとみられ，翌 21 日の営業店は，利府野中，泉野村，新荒巻
19-12-324　02　佐々木聡.indd   45 2020/02/11   10:19:55
―経　　営　　論　　集―46
の 3 店の営業にとどまると報じられた。福島県内では，ヨークベニマル県内 66 店舗のうち，3
月 15 日時点で営業を再開できたのは 37 店舗であった。被害の大きかった南相馬市やいわき市
など浜通り地区の店舗は，原発の影響もあってすべて閉店したままであった。一方，郡山市で
は 14 店のうち桑野店を除く 12 店舗，福島市では 10 店舗のうち 6店舗，県南では小野，矢吹
を除く 6店舗，会津は全店が営業した。ただし，各店とも営業時間を大幅に短縮してのことで
あった。しかも，各店舗へのトラックの配送が 1日 1～ 2便程度で，欠品状態が続いた。
　西友では，宮城県では 3月 14 日に汐見台と多賀城桜木店を除く県内 11 店舗で店頭販売をし
た。しかし，これらの部分的な商品供給を除くと，3月 24 日時点で東北の全 24 店舗が実質的
に休業したままであったが，28 日には仙台市内の 12 店舗を再開する目処がたったと報じられ
た 56。ダイエー仙台店（青葉区）も 3月 14 日から継続的に 9時 30 分から営業した。3月 18
日の営業フロアーは 1階と地下 1・2階であったが，19 日には 2階も営業フロアーに加わった。
同日も，それまでと同じく 9時 30 分から営業したが，商品の納入状況をみて変更の可能性も
あるとされた 57。
②コンビニエンス・ストア
　セブン - イレブンでは，3月 13 日 15 時時点で，東北の約 920 店舗のうち 600 店程度が休業
していた。すなわち営業できていた店は 320 店ほどであったとされるが 58，表－ 5に示すよう
に，3月 18 日の発表では，約 350 店ほどが営業できるようになり，3月 23 日には全体の 85%
までが復旧した。
　ローソンは，3月 13 日 15 時時点で，東北 6県の約 810 店のうち営業中と確認できたのは約
450 店であった。すなわち，約 360 店が休業し，このうち 25 店とは連絡がとれない状況であっ
た。しかし，3月 23 日時点では，休業店のうちの 310 店が開業した 59。
　ファミリーマートは，東北 6県で約 590 店あったが，3月 13 日 15 時の時点で約 150 店が営
業できていなかった。商品が入荷できたときだけ限定的に営業する店もあった。休業店は約
250 店となったようであるが，3月 23 日には，このうち約 190 店が営業できるようになった。

















ローソンでは，3 月 12 日に，救援物資や商品を載せたトラックなど車両 5 台と社員 7 人を仙
台市に送り情報の収集に努めさせた。「自力営業」・「要応援」・「営業不可」に 3 分類された店















































株 式 会 社
（ 北 海 道 札
幌市厚別区
厚別中央三













3 月 18 日 現 在 で，
岩手県で 8 店舗（仮
設営業 3 店舗），茨














区 ） ○ 店 舗 数
277（ 北 海 道
142，青森県 28，
岩手県 31，秋田
県 22， 宮 城 県
24， 福 島 県 1，
山 形 県 5， 茨 城
県 15，千葉県 3，
埼 玉 県 3， 東 京
都 2，神奈川県 1）
北海道地区 5（恵
庭 市 1， 北 広 島
市 2， 河 東 郡 音
更 町 1， 旭 川 市
1）， 東 北 地 区 5
（ 岩 手 県 紫 波 郡
1，秋田県由利本
荘 市 1， 青 森 県












































11， 宮 城 県 5，
秋 田 県 2， 岩 手
県 1， 新 潟 県 1，
茨 城 県 4， 栃 木
県 2） ○ ワ ン ズ
サイクル（自転
車専門店）12 店




品 専 門 店 ）4 店
舗（ 福 島 県 3，
山形県 1）
○ダイユーエイ













（ 東 京 都 府
中市若松町




445 店舗 グ ル ー プ の 東 北・
北関東地方の一部
店舗において，建

















都 道 府 県 ）638






























































東 北 6 県 に 221
店舗
株式会社セ
ブ ン & ア
イ HD（ 東
京都千代田





【1973 年 11 月 】
12,753，ヨークベニ
マル【1947 年 6 月】
165（福島県 65，宮
城 県 42， 栃 木 県
19，山形県 15，茨
城 県 24）， ヨ ー ク
マート【1975 年 12
月】65（東京都 7，
群 馬 県 1， 埼 玉 県




2006 年 3 月】177（四
国，九 州，沖 縄を
除く全国），そごう・










ム【2008 年 1 月】（北

















に 対 し て，
ペットボトル






31 日 ま で 実
施。
コ ン ビ ニ 20，
260， 総 合 ス ー
パ ー 168， 食 品
ス ー パ ー 399，
百 貨 店（ 西 武
10， そ ご う 7），
専門店 1,216


















































金 活 動 を 実
施。
国 内 15,726（ 北




関 西 2,537，中 国










マ ツ モ ト キ ヨ シ
【1954 年 1 月 】628




























東 区 北 24




ツ ル ハ【1975 年 5
月 】854（ 北 海 道，
東北，関東，中部，
近畿），くすりの福






一 部 建 物 の 損 傷，
損壊などの被害が












中 国 282，四 国
195，九州 13）
株 式 会 社
P L A N T
（ 福 井 県 坂
井市坂井町
下 新 庄 15




富 山 県，新 潟 県，
岐 阜 県，鳥 取 県，
福島県，岡山県）











新 潟 4， 富 山 1，
石 川 2， 福 井 8，
岐 阜 1， 三 重 1，
京 都 1， 兵 庫 1，
香 川 1， 岡 山 1，
鳥取 1，島根 1）
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および行政の協力で，一般医薬品（大衆薬）を被災地へ運ぶ支援も実施された。水産庁が違法
漁業の取り締まりに使う船を運搬用に提供し，これに，風邪薬など段ボール 500 箱分が 3 月
20 日に横浜から出港することとなった。前日の 3 月 19 日には，佐藤製薬やマツモトキヨシホー
ルディングスなどが提供した風邪薬やビタミン剤といった医薬品のほか，消毒用アルコールな
ど約 30 品目が横浜港に到着し，薬剤師や地元学生ら約 150 人のボランティアが，届け先の被
災地で使い易いように仕分けや箱詰め作業が行われた 67。
④ディスカウント・ストアとベビー用品チェーン
　ドン・キホーテは，3 月 15 日に仙台市青葉区の晩翠通り店で，生活用品の店頭販売を行った。
同日時点で，若林区の六丁の目店は営業の目処は立たなかったが，青葉区の仙台台原店，太白
区の仙台南店は，商品が入り次第，店頭販売を行うと発表した 68。
　西松屋では，宮城県内の 15 店のうち，3 月 14 日時点では 2 店での営業にとどまったが，翌
日には 4 店の営業となり，3 月 18 日には 11 店舗での営業となった。アカチャンホンポの仙台



































城 県 内 19 店 舗 中，
塩釜中の島店，長









（注） 備考欄の事業所，物流センターとその所在地は，ホーマックが 2017 年 2 月末時点，ダイユーエイトが
2018 年 2 月末時点，サンドラッグは 2017 年 3 月末時点，薬王堂は 2017 年 2 月末時点，セブン & アイ
HD が 2018 年 2 月末時点，ファミリーマートが 2018 年 2 月末時点（旧サークル K・サンクスを含むがこ
の時点でのそれは除く），ツルハが HD2018 年 3 月 15 日時点，PLANT が 2018 年 3 月末時点，ヤマザワ
が 2018 年 3 月末時点である。
（出典） 『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），『平成 23 年版全国日用品・化粧品業界年鑑』（石鹸新報社，
2010 年 11 月），㈱セブン & アイ・ホールディングス『第 6 期有価証券報告書』（自平成 22 年 3 月 1 日
至平成 23 年 2 月 28 日）。






　小売業機能を担う 1 つであるみやぎ生活協同組合は，22 の自治体と「災害時の応急生活物
資協定」を結んでいたので，3 月 11 日の震災発生当日の 16 時に，百里町からの要請にもとづ
いてパン 2,000 個と水 2,000 本を届けたのをはじめ，4 月 17 日までの 38 日間にわたって，1 日
も途切れることなく，行政の要請に応じた 70。
　提供した自治体は，宮城県と仙台市はじめ宮城県内の 16 の市町村に及んだ。数量は，自治
体からみやぎ生協本部への要請分のうち，有償提供が 361 万 9,266 点，無償提供が 35 万 1,276 点，










8,000 人もいた。在庫に限りがあったが，できるだけ多くの登録者に行き渡るよう，3 月 16 日
から 1 軒あたり 18 リットルで順次配達していった。しかし，1 週間ほどで入荷が途切れて，3
月 23 日から 1 律 10 リットルの給油制限をせざるを得なかった。原油高騰のなかで 19 日より
予定していた値上げも，据え置かれることとなった。その後，県，灯油元売会社との交渉や，
国への粘り強い要請が功を奏し，被災者生活支援特別対策本部から 500 キロリットルの灯油が




　店舗の開業状況をみると，48 店舗中 14 店舗が大きな被害を受けたが，本部との連絡がとれ
ないなかで，店長の判断で，店長不在の場合は副店長や現場のチーフ，居合わせたトレーナー
などが自らの判断で販売ルールを決めて営業を続けた。震災当日の 3 月 11 日には 27 店舗で営
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業した 74。レジが稼働せず，「ため銭」を用意し，50 円，100 円など，勘定の端数が出ず釣り




ができなくなり休業を余儀なくされた。このため 3 月 15 日の営業店は前日の半数以下に減っ
ていった。
　これは，3 月 14 日に，営業店舗をいったん 19 店に絞り込み，その後，落下物の撤去終了な
ど施設の安全確認ができた店から徐々に営業店数を拡大してゆく方針としたことによる。これ
により店長判断から本部判断に移行した。19 店への絞り込みは 3 月 15 日から実施され，16 日
の営業店は 21 店，17 日は 28 店，18 日には 32 店と拡大していった。
　4 月 29 日には 37 店舗での通常営業を再開した（7 店舗は部分営業，4 店舗は休店・閉店）。
営業時間は 10 時から 21 時までとされた。5 月 29 日以降には，週末限定の開業時間 9 時設定，
























め，4 月 17 日までの 38 日間，途切れることなく救援物資を搬送した。
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3 月 16 日
紙おむつ男女兼用 1,100 パック，粉ミルク 2,000 缶，生理用品 5,000 個，ラップ 10,000 本，電池（単
3・単 1）1 万パック，歯ブラシセット 1 万パック
3 月 17 日
店舗応援，SKDC（物流センター）応援人員（3 月 18 日～ 4 月 10 日まで）延べ 1,000 人，ガソリ
ン携行缶 100 缶，18 リットルポリ缶 1,000 個
3 月 18 日 テント 10 張り
3 月 19 日
ガソリン 10 キロリットル，軽油 10 キロリットル，自衛隊が行う炊き出し用の食材手配（食材の
要望 3 万個のおにぎり用），ディーゼル車（ワゴン）1 台の借用
3 月 20 日 共済の訪問活動支援，山元町からの要請による生活用品
3 月 21 日 共同購入職員用帽子 1,000 個，灯油 150 キロリットル（今後灯油については毎日要請）
3 月 22 日 オリコン（16B，32B）各 3 万個，カゴ車 500 台，「店舗のプライスカードの運搬」の依頼
3 月 23 日 避難所で使用するトイレ清掃用品，共済の訪問活動支援，灯油・共同購入の営業再開の支援
3 月 24 日
自衛隊による炊き出し（炊事），入浴施設設備，遺体収容作業関連の物資要請，共同購入お見舞い
活動食品
3 月 28 日 燃料の追加，店舗応援の要請終了
3 月 30 日 灯油確保と岩沼流通団地への電気早期復旧（日本生協連から国へ）
（注） SKDC は「サンネット（S）共同（K）購入コープドライ（D）セットセンター（C）」の略で，物流センター
である。サンネットとは東北 6 県の 9 つの生協の連合体である「生活協同組合連合会コープ東北サンネッ
ト事業連合会」のことである（みやぎ生協機関運営部への質問に対する回答による）。
（出典）みやぎ生活協同組合『3.11 東日本大震災　みやぎ生協　活動の記録』（2012 年 3 月）125 頁。












5 に示されるように，震災発生から 1 週間経った 3 月 18 日現在で，165 の店舗のうち，岩手県
で 8 店舗，茨城県で 3 店舗，宮城県で 21 店舗の営業を中止せざるを得なかった。被災した諸
点舗のうち 7 店舗は，長期の休業を余儀なくされた 78。しかし，被災者への必需品の供給のた








傷や商品の落下による汚損や破損が発生した。このため，3 月 12 日から相双地区の 5 店舗を
休業とした。さらに，3 月 15 日に，福島第一原発から 20 ～ 30km 圏に「屋内退避」が呼びか
けられたため，いわき市内の 6 店舗と，隣接する小野，船引（田村市）の 2 店舗を休業とした。
これら以外の福島市周辺や県中，県南，会津地区は通常営業に努めた。同社では，需要の高い
紙おむつなどの乳幼児用品や飲料水は県を通じて提供した。ただし，営業中の店舗も，輸送ト
ラックの燃料不足から商品をなかなか補充できない状態にあったという 80。3 月 23 日まで，ホー
ムセンター全 57 店輔のうち 49 店輔で営業を再開できたが，営業時間は通常より 2 時間程度短
くされた。売れ筋は，紙おむつやウェットティッシュなどの紙製品であったが，ガソリン不足
の影響で自転車も通常の 2 ～ 3 倍売れている状況であった 81。
　宮城県を中心にチェーンを展開するホームセンターのダイシン（アイリス・オーヤマの子会
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社）は，3 月 14 日には，宮城県内 13 店輔のうち亘理，気仙沼，矢本を除いた 10 店舗で店頭
販売を行った。仙台市宮城野区の幸町店は，翌 15 日も店頭販売を行い，1 ～ 2 日程度，危険
な場所の補修工事を行うために閉店した後，再開すると報じられた。他の店舗でも，販売でき
る商品の在庫がなくなった段階で一時閉店して，営業を再開することとされたが，3 月 20 日
時点では矢本を除いた 12 店舗で販売を行った 82。
　他県に本社を置いて東北エリアに店舗展開しているホームセンターでは，新潟県のコメリ（新
潟市）とホームセンタームサシ（三条市），群馬県高崎市に本部を置いていたカインズホーム
（2012 年 2 月に埼玉県本庄市に本部移転）などがあった。コメリは，宮城県内 35 店舗のうち，
3 月 14 日に 10 店輔，15 日に 17 店輔，16 日に 15 店輔で仮設営業を行った。しかしトラック
の燃料が枯渇しているため，商品が運べない状態が続いた。3 月 20 日の営業店は 24 店舗，21
日のそれは 23 店舗であった 83。ホームセンタームサシも，3 月 21 日に仙台泉店と名取店で午
前 9 時 30 分から営業を始め，商品がなくなり次第，営業を終えるとされた 84。カインズホー
ムは，宮城，福島の計 15 店舗のうち，営業を継続していたのは福島県の喜多方店のみであった。
宮城県内の 4 店舗は営業を停止していたが，3 月 15 日から仙台富谷店の店舗の一部で営業を






難指示のため，営業停止となった店舗もあった。その数は，3 月 16 日の時点で，壊滅的なダメー
ジを受けた店舗が 6，業者に修理依頼中の店舗が 55，立入禁止区域で状況が確認できない店舗









　関東から宮城県へと広域展開していたトモズは，3 月 15 日時点で，仙台市青葉区の仙台ハ
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ピナ店，仙台サンモール店，仙台中央店で営業し，3 月 20 日時点では，これに仙台クリスロー
ド店を加えた 4 店舗で営業した 87。
　岩手県から宮城，青森，秋田，山形へと展開しているドラッグストアの薬王堂は，岩手と宮
城の両県沿岸部の一部の店舗で，津波で壁に大きな穴があくという被害を受けた 88。表－ 5 に
示すように，沿岸部を中心に 10 店舗が営業の再開が困難な状況であった 89。
　宮城県を中心に岩手県などにも店舗を展開していたダルマ薬局は，全 54 店舗のうち，3 月
15 日と 16 日には，仙台市若林区などを除く宮城県内の 40 店舗で営業した。しかし，食品は
じめ生活洋品の在庫は少なくなり，商品供給の見通しも立たなかった。3 月 19 日には 41 店舗




食品スーパーのウジエスーパーは，3 月 17 日に 9 店輔，18 日に 12 店輔，19 日に 16 店輔，20
日に 25 店輔，21 日に 27 店輔と徐々に店内での営業店輔を増やしていった。しかし，いずれ
も状況をみながらの店内営業とされた。営業不可の店輔は，3 月 18 日に 4，19 日に 3，20 日




13 日までに，仙台市と利府町の計 8 店舗で在庫品をほぼ完売した。3 月 15 日には商品を調達
して午後から仙台市内の 6 店舗と利府店で，在庫品をみながら，店頭販売を実施した 92。
　同じく食品スーパーのモリヤ（2010 年 7 月に民事再生法の適用を申請し，2011 年 7 月には，
サンマリと同じく株式会社伏見屋ホールディングの傘下で 5 月に新設された受皿会社の仙台物
産に営業譲渡された）は，3 月 18 日にスーパービック吉成，旭ヶ丘，村田の 3 店輔と，フレッ
シュフードモリヤ幸町，今泉，落合，長町，大学病院前の 5 店輔，パワーズ東中田店で店内で
の営業をするとされた。またフレッシュフード沖野店，スーパービック六丁の目店は，店舗の
状況をみながら店頭販売を実施するとされた。3 月 19 日と 20 日も，スーパービックでは先の
店内営業 3 店輔と六丁の目店，フレッシュフードでは先の 5 店輔，パワーズでは同様に東中田
店がそれぞれ店内営業とされ，フレッシュフード沖野店は閉店と報じられた。翌 3 月 21 日には，
スーパービック吉成，六丁の目，旭ヶ丘，村田の 4 店輔，フレッシュフードでは同様の 5 店輔，
パワーズでは同様に東中田店が店内営業とされた。いずれの店舗でも，それぞれの店輔の商品
の在庫状況により営業時間が変わるとされた 93。





た。翌 3 月 16 日の休業は塩釜中の島店のみであったが，3 月 17 日の休業は塩釜中の島店と長
町南店の 2 店輔，3 月 20 日と 21 日はそれらに汐見台店と荒井店加わって 4 店輔が休業となっ
ている 94。山形県内の各店舗では，宮城県内の物流拠点への納品が減っているなかで，在庫を
中心に販売したが，パンやカップ麺，缶詰，トイレットペーパー，乾電池などが品薄となった。
自社工場でつくっている弁当やおにぎり，牛乳などの在庫は，3 月 16 日時点ではまだ確保で
きたという 95。
　地元の食品スーパーのイトーチェーンも，3 月 20 日には，7 時から岩沼，9 時から仙台泉，
高砂，柴田ショッピングセンター・マルコ，柴田船迫，9 時半から名取，10 時から角田の各店
舗で営業するとされた。21 日には，20 日の営業店に加えて 9 時からの営業店に船岡店が加わっ
た 96。
　塩釜市の発祥で仙台市に本社を置く酒類・飲料・食品のディスカウントストアのやまや（イ
オングループの一員）は，3 月 16 日現在で宮城県内 45 店輔のうち 32 店舗，18 日には 34 店舗
で，20 日には 35 店舗で，店頭または店内での営業を行った 97。
　青果店として創業しフルーツカフェなどを展開していたいたがきも，3 月 19 日には，本店（宮
城野区二十人町）と朝市の 2 店輔は 9 時から，仙台三越店は 11 時から営業し，野菜や果物な
どを販売するとされた。20 日には本店と一番町，朝市の各店輔で営業し，21 日も本店と一番町，
朝市，エスパル店，三越仙台の各店輔で営業するとされた。いずれも，在庫状況の関係で閉店
は 14 時とされた 98。
④衣料品店
　衣料品関係では，作業着・作業用品のダブルストーンが，防寒服や手袋，肌着，マスク，ト
レーナー，消毒剤などを 3 月 18 日に販売するとされた。同日の営業店輔は，卸町本部，六丁
の目，大和町，仙台空港，利府，加茂，蛇田，大河原，古川の 9 店舗であったが，19 日から
21 日にかけては 286（店舗名）が加わり 10 店舗となった 99。
　仙台の老舗衣料品店であった大内屋（2016 年 1 月廃業）も，仙台青葉区一丁目の本店で 3
月 21 日の 11 時から 15 時まで営業し，肌着，靴下，女性用下着，バッグ，手袋などを販売す
るとされた 100。
⑤百貨店・ショッピングセンター
　さくら野百貨店仙台店は，3 月 16 日の 10 時から 15 時までの予定で，仙台東洋ビル 4 階（青
葉区中央 1 丁目）で，菓子類，下着，靴下，タオルなどを販売するとされた。また，事前に注
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文を受けていた中学校の制服の受け渡しも実施することとした。3 月 18 日から 21 日にかけて
も同様の営業が実施された 101。
　藤崎は，3 月 19 日の 10 時から本館 1 階と地下 1 階，大町舘 1 階の一部で，菓子類，パン，
総菜，青果などの一部の食品と，婦人・紳士・子供用品，日用品の販売を行うとされた。しか
し，数量限定で，売り切れ次第終了とされ，商品の納入状況によっては変更もあるとされた。
3 月 20 日も同様であったが，販売品目にベビー用品が加わり，21 日は入店は正午までで，13
時までの営業とされた 102。






　他方，仙台市民にとって食品購入の 1 つの拠点ともいえる JR 仙台駅西側の仙台朝市の状況











万円相当の救援物資を被災地に無償提供した。さらに同社では，4 月 3 日に，日本赤十字社を
通じて，1 億円の義捐金の寄付を発表した 105。サンドラッグでも，表－ 5 に示されるように，
自治体を通じて 1 億 500 万円の寄付を行うとされた。地元のドラッグストアのヤマギワ薬品で
も，3 月 22 日に山形県に医薬品を提供した。提供されたかぜ薬や胃腸薬，消毒液，湿布，タ
オル，マスクなどは医薬品セットとしてビニールケースに入れられ，300 ケースが用意されて，


















市）107 と加須物流センター（埼玉県加須市）の 2 箇所が大きな被害を受けた。パルタックと同
じメディパルグループの医薬品卸企業のメディセオも，表－ 6 に示されるように岩手県の営業









　東流社が加盟する連合体の J-NETT 加盟企業でも，表－ 7 に示すような被害があった。また，
J-NETT と同様の全国ネットワークであるサプリコも，メンバー企業 73 社中，12 社が東北の
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パル HD に商号変更（東京都八重洲 2













1898 年 12 月創業（大阪市中央区南久宝





2002 年 4 月設立（千葉県船橋市海神町






1995 年 6 月設立（宮城県仙台市若林区
卸町東 3 － 4 － 13），西日本共和（株）・
（株）中央ホームズと 3 社で 2007 年 2




















2003 年 3 月に 38 社の出資で有限会社サ
プリコが設立され，2004 年 12 月に株式
会社に改組（東京都中央区日本橋小網
町 15 － 9）




2003 年 9 月創立（東京都千代田区大手
町 1 － 1 － 3）
営業拠点においては，東北エリアにお






区東上野 1 － 6 － 2）
J-NET 会員のコスモプロダクツ，坂場
商店，西形商店で軽微な被害報告あり。
（出典） 『石鹸日用品新報』（2011 年 3 月 23 日），『平成 23 年版全国日用品・化粧品業界年鑑』（石鹸新報社，
2010 年 11 月）および石鹸新報社・由上優氏の提供情報。













業などで対応した。3 月 17 日には本社が通電し，翌 18 日からはサーバー，パソコンなども使
えるようになり，本社での業務を再開した。同社は，被災地に多くの得意先小売店があるので，
メーカーへの交渉をはじめ商品供給の要望に全力をあげて応えることとなった 116。二本松の
物流センターでは，震災の翌日の 3 月 12 日（土曜日）と 13 日（日曜日）の 2 日間にわたって，
従業員総出で，落下した商品の整理，ガラスの割れた事務棟の処置にあたった。これによって，
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関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第 177 回国会（常会）提出〕』3 頁）。
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The East Japan Great Earthquake Disaster and the Emergency Response 
and Preparedness of Manufacturers, Wholesalers and Retailers of  
Daily Necessities
The conclusions of this paper on the East Japan Great Earthquake disaster and the 
emergency responses of government, manufacturers, wholesalers, and retailers of daily 
necessities are as follows. 
First, the magnitude and scale of the East Japan Great Earthquake resulted in a high 
human death toll. The earthquake and nuclear plant accident that followed destroyed the 
homes of many people who lived nearby. Transportation routes and critical infrastructure 
were disrupted, which caused an interruption in the supply of daily necessities. The central 
and local governments immediately carried out emergency support measures with the help 
of private companies. However, the government’s measures were not immediately effective. 
The voluntary support efforts of private manufacturers, wholesalers and retailers, were 
essential to the recovery.
Second, manufacturers believed that restoring the production of daily necessities should be 
prioritized, even though their own systems of production and distribution had been 
damaged. Consequently, many manufacturers transferred their production to different 
plants and established alternative distribution avenues to supplement the damaged systems 
so as to continue the production and distribution of essential necessities. This shift was 
possible simply because the manufacturers were able to decentralize both production and 
distribution bases around the whole country. Furthermore, manufacturers supported the 
distribution of daily necessities to victims as much as possible through trade associations as 
well as the central and local governments. Some manufacturers carried out financial support 
in the form of matching gift contributions. However, the manufacturers’ contributions of 
supplies and money were not immediately made available to the victims.
Third, retailers and organizations with a retail function near consumers for the purpose of 
providing them with daily necessities without interruption required both time and space. 
First of all they tried to supply consumers with their existing stock of daily necessities by 
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utilizing their broad managerial network. At the time of the on-site delivery, the knowledge 
of the store managers and employees, who were aware of the local situation and 
consumption, facilitated the circulation of information companywide.
Fourth, wholesalers whose corporate base had suffered from the effects of the earthquake 
also tried to rebuild their operations. It was found that national wholesalers were able to 
supplement their facility’s supply function that had been interrupted immediately after the 
earthquake by using alternative facilities.
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